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第1部 総
三△
日冊

第1章1990年 デー タ ベ ー ス の現 状

21世 紀 まで後10年,わ れわれ を取 り巻 く経済社会環境 は,い ま新 しい枠組み を求 めて激 しく

揺れ動 いて いる。 ソ連 ・東 欧の激変 に端 を発 した欧州再編の動 きは,ド イツ統合 に象徴 され る東

西冷戦構造 の終焉 を生 み,さ らに1992年 末のEC市 場 統合へ と21世 紀 に向けた明 るい一 歩を踏

み 出 した。 しか し,そ の一方 で,統 制経済 か ら市場経済への移行の足踏み状態 によるソ連 ・東欧

諸国民の苛立 ち,バ ル ト3国 の民族独立 問題 湾岸戦争,関 税貿易一般協定(ガ ッ ト)の 新多角

的貿易交渉(ウ ル グアイ ・ラウ ン ド)の 混迷 など不安定要因 も強ま って いる。

このよ うな国際情勢の変化 の中で,デ ータベ ースの果たす役割は,ま す ます重要 にな って くる

であろ う。技術開発 に して も,産 業活動 や国民生活に して も,大 量 の情 報の 中か ら必要な ときに

必要な情 報を,よ り早 く手 に入れ る ことが求 め られて いる。 これによ って,新 しいグ レー ドの高

い技 術開発を促進す る。 また,産 業活動の無駄の ない,よ り円滑 な運 営を可能に し,ゆ とりのあ

る豊 かな国民生活を実現す ることがで きるので ある。

1970年 代初 頭 にス ター トしたわが国の デー タベース ・サー ビスは80年 代 に目覚 ま しい発展を

遂 げた。 この背景 には 日本が世界有数の経済 ・技術大国にの し上 が った ことによ る日本情報に対

す るニ ーズの高 ま りとと もに,政 府 の長年 にわた る情報化施策 があ る。昭和56年 に産業構造 審

議会の情報 部会が 「80年 代の情報化 ビジ ョン」 をま とめ,デ ータベ ース ・サ ー ビスの整備 ・促

進 を強調 した。昭和59年 には財 団法人 デ ータベ ース振 興セ ンターが 設立 され,デ ー タベースの

構築 支援,啓 蒙 ・普及事業 などを通 してわが国のデー タベース ・サー ビス業の振興を図 って きた。

また,情 報産業振興議 員連 盟(会 長:倉 成正衆議院議員)の 提言 を もとに,昭 和62年 に創 設 さ

れた 「デー タベー ス準 備金 」制度。 これ は2年 間の時限立 法だが,平 成 元年度 に続 いて,平 成3

年度 か らの延長 も決 まった。 こ うした各方面か らの努力が,今 日のデー タベースの着実な発展に

結 びついてい る。

通商産業 省は平成2年7月 に 「90年代の通産政策 ビジョン」を発表 した。 これ による と,1990

年代の通産政策 は 「地球 時代の人間的価値の創造 へ」 との基本理念の下 に,産 業 の活力 を維持 し

なが ら,い かに国 際経済 社会に貢献 してい くかを提 唱 して いる。 また,こ れ まで必ず しも十分で
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なかった地域社会や国民生活に目を向け,次 の3っ の目標を掲げている。

①国際社会への貢献 と自己改革の推進

②国民生活のゆとりと豊かさの実現

③長期的な経済発展基盤の確保

特に,情 報化に関 しては高度情報化社会の実現を目指 して,産 業活動や国民生活のあらゆる分

野に広 く普及するとともにますます高度化 し,経 済社会に大きなインパク トを与え続けて行 くと

みている。そして,情 報化の中核であるデータベースや情報ネ ットワークなどの情報インフラス

トラクチャの整備が,「 長期的な経済発展基盤の確保」を図る重要なカギの1つ であると位置付

けている。

以上の認識の下に,本 年度のデータベース白書 は次の点に重点を置いて調査 ・分析を行ってい

る。①産業活動面でのデータベースの利用状況を産業部門別,企 業規模別にきめ細か く分析,②

国民生活 レベルでのデータベースの利用実態をパソコン通信を用いて調査 ・分析,③ 海外におけ

るデータベースの動向ではこれまでベールに包まれていたソ連のデータベース ・サービスの実情

を分析,④ 地域における情報化の実態を地域別データベース需給インデ ックスの作成により分析,

同時に地域の特性を生かしたデータベース構築事例を紹介 している。

第2章 データベースの課題と展望

1.新 しい成 長 段 階 へ

わが国のデータベース産業は,平 成2年 も急速な成長を続けた。途中統計分類の改変があった

ので,厳 密な数字を示す ことはできないが,デ ータベース ・サービス業の売 り上げは,こ こ10

年間,年 率17%程 で一本調子の伸びを示 しているとみてよいであろう。

およそ産業は,次 々と寄せて くる波に乗 りながら発展 して行 くものとすれば,デ ータベース産

業はその第一の成長の波を経験 したところであるといえるのではないか。そこで,次 の波は,単

なる量的拡大の繰 り返 しではなく,必 ず内容的,質 的な転換を伴っている。物財主体の経済の時

代には,技 術革新が成長波動の起動要因であったが,ソ フ ト化経済の現代では,技 術革新だけで

はな く,こ れに需要者側での意識 ・行動様式の変革が伴う必要がある。技術が先行 して も,需 要
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者の方の意識 ・行動が これ に追 い付いて ゆかない とい うのは,今 日よ く指摘 され るところで ある。

ソフ ト化経済の典型商品 と もい うべ き情報サ ー ビスでは,こ の ことはなおさ ら当然で あろ う。 そ

こで,デ ー・夕べ ース関連 技術の進展 とユーザ意識の変容の両面 か ら,デ ータベ ース ・サー ビス成

長の 次なる段階を展望 してみ たい。

2.情 報 単 体 サ ー ビスか ら複 合 サ ー ビスへ

デー タベース ・サー ビス とは,字 義 どお りにはデータベ ースを検索用 に提供 して,利 用 者か ら

その使用料金を得 る ビジネス とされ る。っま り,利 用者 は純粋 に情報の対価を払 うわけであ る。

しか し,昨 今デー タベ ース ・サー ビスの新たな展 開 と して,ト ラ ンザ クション ・サー ビスとの融

合化が しば しば とり上 げ られ る。 トラ ンザ クシ ョン ・サー ビス とは,た とえば航空便 の座席予約

の よ うに,本 来,予 約 や発注な どを扱 う事務処理系のオ ンライ ン ・システムで ある。

これ まで,わ が国で は情報への価値意識が低 く,情 報サー ビスは発展 しに くい といわれて きた

が,ト ラ ンザ クション ・サ ー ビス との融合 によって,具 体 的な事 務処理,経 済行為 と合体 した情

報提供が多 くなる とす れば,こ の よ うな文化風土論的な険路 は解 消 され るであろ う。 た しかに,

わが 国のよ うな高密度 社会で は,情 報単体での販売 はいかに も中途半端なサー ビス とみな されて

も しかたがな く,に わか に受 けいれ難 い側面が あ った と考え られ る。 したが って,「 これがデ ー

タベー スで ございます」 とい う風 に構えたサー ビスで な く,予 約 ・発注系のサー ビスの中 に,ご

くあた りまえの ことと して デー タベ ースが控えていて,有 効 な情報 を供給す るとい う形態 になれ

ば,こ れ はス ムーズ に受 け入れ られ るで あろう。

つ ま り,デ ータベ ースの普及 ・発展 とは,実 は人 目にはデー タベースが見えな くな る ことで あ

るとい う逆説的言 い方 が可能の よ うに思 われ る。 もの ごとの普及 ・浸透 とは元来 そう した もの で

はないだろ うか。

3.注 目 さ れ る パ ー ソ ナ ル ・デ ー タ ベ ー ス

CD-ROMが 登場 して,ま ず 大容量記憶の個人専用化が実現 され た。 またパ ソコンの能力 も向

上 し,単 独利用者相手 な ら一応 の速度で検索演算を こなす ことがで きるよ うにな ってい る。っ ま

り,パ ソ コンとCD-ROMに よ って,デ ー タベ ースを個人が 占有利 用で きるよ うにな ったわ けで

あ る。

パ ソコンのハ ー ドウ ェア,ソ フ トウ ェアの普及の次には,ど うや らデー タベースのパ ー ソナル

化が来 る もの と思わ れ る。 これ を 「パー ソナル ・デー タベース」 とい うのかは ともか く,そ の流
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通 は従来か らの 出版物 のル ー トによ るのが 自然で あろう。 ここに,新 しい種類の 出版物 と しての

データベ ースが,そ の市場 の大 きさを含 めて ,お お いに注 目され るべ きことになる。

パ ソコ ン通信は,会 員間の単な る通信 だけでな く,デ ー タベ ースへの アクセス機能を も包含す

るようにな ってい る。 さらに商品の予約 ・発注 と も連 動す るよ うにな ってお り,デ ータベ ースの

効用はず いぶんわか りやす くな って きた。 この趨勢において,個 人 ユーザか らのデ ータベ ース利

用 はおお いに進展 す るもの と考え られ る。

こう して,こ れまで基本 的に機関利用 を主 体に して きたデー タベースの市場 は,今 後広大な個

人市場 へ と広が りをみせ るもの と期待 してよいであろ う。

4.拡 大の可能性を秘める電子出版

先にみたCD-ROM版 の デー タベ ース は,こ れ まで データベース とは直接の関係 を もたなか っ

た大多数の出版物 について も,出 版の新形 態 とい うとらえ方 で,デ ー タベー ス化の機 会を与え る

ものであ る。 全文 デー タベー スとい うの が,す なわち これであ る。 雑誌 類の全文デー タベースは

以 前か ら一部 において オ ンライ ン ・サー ビス されてい るので あ るが,こ れは,そ う したサー ビス

方 式が引 き合 う特定の分野 に限定 されて い た。CD-ROMは,オ ンライ ン ・データベース と違 っ

て,作 成 ・流通 の面で,従 来 の印刷 出版 との類 似性が きわ めて高 く,出 版 者 にとってわか りやす

いので,出 版物全体 に広 く適用 され,出 版物 の全文 データベ ース化 を一気 に拡大 させ る可能性 を

持 つ。

一方
,検 索技術をみ ると,文 書 の コ ンピュータ的検索方式 と してハ イパ ーテキス トに関心が 集

ま って いる。現在 までの と ころで は,そ れ ほど使 いやす い もので はないが,技 術 的改良 によ って ,

これ は早晩,文 書の新 しい編集方法,新 しい読書法 と して普及す るで あろ う。 っま り,ハ イパ ー

テキス ト的な編集 にかか る図書 ・雑誌 の全文 デー タベースをCD-ROMに よ り出版す るとい う状

況の一般化を予想す ることがで きる。

5.デ ータベースの海外提供 と国際的貢献

わが国の デー タベース ・サ ー ビスにおけ る国際化問題 とは,も っぱ ら国産 データベ ースの海

外提供の促進,っ ま り情報 の輸 出側 にあ る。 これ は一般製品 において輸入の促進が問題 にな って

いるの とは逆の方向であ る。 もっ とも,ビ ジネ スと しての有 望性 というよ りは,わ が国の国 際的

貢献の ひ とっ という観 点か ら多 く論 じられ るの は,両 者 に共通で ある。個別企業 の立場か らみ る

と,デ ータベ ースの海外提供を積極 的に押 し進 めるには,な お ビジネス としての危 険が大 きい と
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い う見か たが ある ことに起 因 して いる。

国産 データベ ースに対 す る海外での需要に もうひとっ確信が もて ないという情勢認識 も,や は

り根強 いようであ る。 た とえばデー タベースの英語への翻訳 コス トを償 う程の海外需要があ るか

とい うの も心配で あるが.そ もそ も市場調査,海 外代理店 との契約 ・決済な ど,海 外販売 に関す

る基礎的 ノウハ ウに自信が もてない とい う点 も掲げ られ る。従来の製品輸出では,こ の種 の リス

クは専門の輸 出商社が担 っていたわけで あるか ら,デ ー タベー スにつ いて も,た とえ ば何 らかの

海外向け提供の専 門機能 を分担 す るよ うな機構を,デ ー タベース業界の共同で考 えるなど,業 界

全体での海外対応が期 待 され る。

ところで,日 本情報 への海外 か らの需要の相 当部分が,海 外企業の 日本市場へ の参 入の前段 に

位置す るものであ るとすれば,こ れ は結局,先 にふれた物 品等の輸 入促進の… 翼を担 うわ けで あ

る。 してみ る と,日 本情 報の提供 を情報単体 サー ビス として だけではな く,こ れを物品 ・サ ー ビ

ス ・資本の輸入 と何 らかのかた ちで連動 させ るよ うな方策 とい うの も,今 後の展開において模索

され るべ きで はなかろ うか。
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第2部 わが国 の商用 デー タベ ースの現状

第1章 デ ー タベ ー ス ・サ ー ビス市 場 の 動 向

1.成 長力旺成な期待 される産業

デー タベ ースが産業 と して芽 ばえたの は,ア メ リカで1960年 代 に入 って か らの ことであ る。

したが って,産 業 としての歴史 は浅 く,デ ー タベー スの定義 も国際的 に整合性 の とれた ものが な

い。 こう した状況 を打 開す るため,国 際 的には経 済協力開発機構(OECD)が 検討 を は じめて お り,

また国内で も財団法人デー タベ ース振 興 セ ンターが平成2年 度 にデー タベ ース統計委員会を設置

し検討 して いる。

著作権法 によるデー タベース とは,「 論文,数 値,図 形,そ の他情報の集合物で あ って,そ れ

らの情報 を電子計算機を用 いて検索す る ことがで きるよ うに構成 した もの」 と定義 されて いる。

最近 ア メ リカで は 「電子情報サ ー ビス」 とい う呼び方で,金 融 ・為替情報 のよ うな リアル タイム

型 の情報 に座席予約 などの トラ ンザ クシ ョン ・サー ビスを加え,広 範 囲な分野 をデー タベース と

して捉えてい る。

通商産業省が実施 して い る 「特定 サ ー ビス産業実態調査」によ ると,わ が国の デー タベ ース ・

サ ー ビス産業の市場規模 は,平 成元年度 で1,576億 円で ある。 これは情 報サ ー ビス業の全売上高

(4兆3,514億 円)の3.6%に す ぎない。 また,同 年度の名 目GNPは406兆2,448億 円で ある。 し

たが って,情 報 サー ビス業全体 で もGNPの1.07%で あ る。 この よ うに デー タベ ース ・サ ー ビス

産 業は市場規模でみ るとまだ小 さいが,対 前年伸 び率は48.3%で あ り,名 目GNPの7.2%,情 報 サ

ー ビス業の32 .0%に 比べ高 い成長力 を持 った期 待 され る産業 であ る(表2-1-1)。

わが国で利用で きるデー タベ ース数 は,通 商産業省の 「デー タベ ース台帳総覧 」(平 成2年9

月発表)に よ ると,実 数ベー スで平 成元年 度2,128件 に達 した。 統計を取 り始 めた昭和57年 度

が456件 であ るか ら7年 間で4.7倍,年 率平均24.6%で 成 長 して きた こ とにな る。 しか し,わ

が 国で利用で きるデ ータベ ースの大半 は,ア メ リカを中心 とした海外製 であ る。特 に1980年 代

前半 において,わ が国のベ ンダーは海 外の優れた デー タベースを積極的 に輸入 した。 その結果,

海外製 デ ータベ ー スは年率40%以 上 の勢 いで成 長 し,昭 和61年 度 には80%を 占め るに至 った
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(図2-1-3)。

1980年 代後半 に入 って海外製 デー タベ ースの導入 は鈍化(年 率7%)す る一方,国 産デ ータベ

ースの構 築 は年率約30%と 高い伸 び率 びを示 し
,平 成元年 度 に国産 デ ータベース比率 は30%の

大台を超 えた。 この よ うな 目覚 しい国産 デー タベースの成 長 は,昭 和62年 度 に創設 され た 「デ

ータベ ース準備金制度 」を は じめ ,デ ー タベース構築 に対す る様 々な施策の成果 による ものが 大

きい。

ユ ーザの利用金額面か らみ ると圧倒的 に国産 データベースが多い。財団法人 データベ ース振興

セ ンターが平成2年 度 に実 施 した 「デー タベース ・サ ー ビスに関す るユ ーザの意識調査 」によ る

と,年 間利用 金額 におけ る国産 と海外製 の比率 は77対23で あ る。

2.日 米 の デ ー タ ベ ー ス ・サ ー ビス市 場 比 較

日本の データベース ・サー ビス市場 をデー タベース先進国で あるアメ リカの市場 と比較 して,そ

の相対的規模 と特性 にっ いて見 てみよ う。前記 したよ うにデ ータベ ースに関 して,国 際的 に整合

性の とれ た統計 はない。 ここでは幾 つかの指標 を設定 して比較を試み るが,当 然の ことなが ら定

義や範囲が違 う場合が あるので,あ くまで比較 イメー ジと して参照 して ほ しい。

まず,デ ー タベ ース産業 の規模 を示す指標 として は,① 参入企業数,② プ ロデ ューサ数,③ デ

ータベ ース数
,④ デ ィス トリビュー タのパス ワー ド数,⑤ 売上高を取 り上 げる。次 に,デ ータベ

ースの特性 を見 る指標 と して,⑥ 国産デー タベース数,⑦ ビジネス ・データベ ース数,⑧ フ ァク

ト ・データベ ース数 を比較 してみ る。

さて,産 業 の規模 については,日 米間 にかな りの格差があ る(図2-1-6)。 アメ リカにっ

いて は,Cuadraの デ ィ レク トリイ(DirectoryofOnlineDatabases;1990年1月)に は,約2,500

社の プロデ ューサ,デ ィス トリビュー タ,ゲ ー トウ ェイ企業が収録 されて いる。 この うち,ア メ

リカ国籍企業 は1,200社 であ る。一方,日 本のデー タベース参入 企業数は,平 成元年度の デー タ

ベ ース台帳 によれ ば,収 録 企業210社 であ る。っま り,ア メ リカの方が5 .7倍 も多 い。

プ ロデ ューサ数 に限定 すれば,こ の差 はもっと大 きくなる。 プロデ ューサは,デ ー タベース流

通機構 の最 も川上 に位 置 してい ることもあり,デ ー タベース産業の底力 を示すバ ロメー タで もあ

る。Cuadra収 録の プロデ ュ'一サの うち,ア メ リカ企業 は1,050社 あ る。 しか も,こ の うち77%は

プ ロデ ューサ専業 であ る。

日本 はプ ロデ ューサが120社,特 にプ ロデ ューサ専業 となる と25社 に過 ぎな い。プ ロデ ュー

サ数で は,ア メ リカは 日本 の8.8倍 と大 き く水 をあけて いる。
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利用可能なデー タベー ス数では,日 米 にそれ ほどの差 はない。 ア メリカの多 くのデ ータベ ース

が,国 際回線を通 じて 日本か ら利用で きるか ら当然で もある。実数 ベースの比較で は,ア メ リカ

の3,900に 対 して 日本 は2,100。 その差 は1.9倍 に過 ぎない。

次 に,デ ィス トリビュー タがユ ーザ に発行 して いるパス ワー ド数で市場規模を比較 してみ よ う。

アメ リカの デ ィス トリビュー タのパ ス ワー ド数 は平 成2年1月 現 在で357万(IDPReport調

べ)で あ る。ただ し,大 規模な個人ユ ーザを持つパ ソコン通信や ビデオ テ ックス、旅行代理店 に

設置 され た航空座席予約 システムの端 末数を含む。 なお,こ れ らを除 くと,パ スワー ド数 は194

万 にな る。 日本のパ ス ワー ド数 は17万(日 経ニ ューメデ ィア誌,平 成2年7月30日 号)で あ る。

ただ し,こ れ にはパ ソコン通信や ビデオ テ ックスな どは含 まれて いない。パ ソコ ン通信の加入 者

を50万,ビ デオ テ ックスを10万 と推 定 して加 え ると,日 本の総 計 は77万 にな る。 これで比較

す ると,総 計で はア メ リカが4.7倍 。ま た,パ ソコ ン通信等を除 いた数字の比較で は,11.4倍 とな る。

デー タベー スの売上 高はLINKResourcesに よれ ば,1989年 のア メ リカの デー タベ ース年 間

売上 高 は86億 ドル(130円 換 算で1兆1,200億 円)。 日本 は 「特定サ ー ビス産業実 態調査 」 に

よれ ば,約1,600億 円であ る。 したが って,ア メ リカが約7倍 とい うことにな る。

データベースの特性の うち,ま ず,国 産デー タベースの数 にっいては,歴 史の差 もあ ってア メ

リカが圧 倒的に多い。 アメ リカ国籍 企業製の もの は2 ,300。 これ に対 して,日 本 はデ ー タベー ス

台帳によれば660だ か ら,ア メ リカが3.5倍 にな る。デー タベ ースの発展 は科学技術分野 か ら ビ

ジネス分野へ,形 態 は リフ ァレンス型か らフ ァク ト型 へ と変遷 して きて いる。 したが って ,ビ ジ

ネス分野 およびフ ァク ト型 のデー タベースの多 さは,デ ー タベースの発展段階を 見るバ ロメー タ

に もな る。わが国か らは,ア メ リカ製 を中心 とす る海 外製のデー タベースが多数利用 で きること

か ら両者 とも1.8倍,1.6倍 と日米間 にさほど大 きな差 はない。

第2章 デ ー タベ ー ス ・サ ー ビス業 の動 向

1.昭 和60年 が タ ー ニ ン グ ・ポ イ ン ト

わが 国のデー タベ ースを取 り巻 く環境 は,昭 和60年 に非常 な盛 り上が りを見せた。表面 的 に

は,新 しい通信制度を は じめ,各 種の デー タベース支援施策 や提言 などが 目につ く。 同時 に,デ
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一 夕べー ス市場 の動 向を定量 的に分析 して も
,昭 和60年 があ る意味を持 った時期 と して浮上 し

て くる。

これ らを総合 す ると,60年 あ るいはその前後に ,わ が国のデ ー タベ ースが ターニ ング ・ポ イ

ン トを迎え た とい うこ とが で きよ う。

第1は,日 本 で利用で きるデー タベ ースの数。 これが実数ベ ースでは じめて1 ,000の 大台を こ

え たのが昭和60年 で ある(1章 の 図2-1-3参 照)。

第2は,デ ータベ ース ・サー ビスの年 間売上 高。 これが1,000億 円の壁 をは じめて突破 したの

が昭和60年 で ある(図2-2-1)。

第3に,ビ ジネ ス分野の データベ ース数の比率。人物 ・機関情報 あるいは新聞 ・ニュース情報

な どを加え た修正値 で,ビ ジネ ス分野の データベ ースが初 めて50%を 越えたの が昭和61年 度で

あ る(1章 の表2-1-2参 照)。

第4に,フ ァク ト・デー タベ ース数の比 率が5割 を超え たの も昭和61年 度 で ある(1章 の表

2-1-5参 照)。 欧米の 例を見 て も,デ ータベース ・サー ビスはその発展 に伴 い,分 野 として

は ビジネス,形 態 として は ファク ト型が主流 になって くる傾向が あ り,ビ ジネス/フ ァク ト型 の

比率 はデータベース ・サー ビスの成熟度 を見 るバ ロメータにな って いる。

第5に,デ ータベ ース ・サー ビスへの参入企業数。 データベ ース台帳総覧 の収録企業が ,初 め

て100社 の大台を突破 したの は昭和60年 であ る(図2-2-2)。

第6に,デ ータベ ース業界への参入時期。財団法人 データベ ース振興 セ ンターによる 「デー タ

ベース ・サ ー ビスに関す るユーザ意識調 査 ・ベ ンダ編 」で見 る と,昭 和60年 か ら63年 にか けて

参入 件数 が ピー クを示 してい る(図2-2-3)。

第7に,イ ンハウス ・デ ータベ ース構 築が最 も盛んにな ったのが昭和60年 で あ る。 「デ ータ

ベ ース ・サー ビスに関す るユーザの意識調査 」(平 成元年 版)に よれば
,イ ンハ ウス ・データベ

ースの構築年 度 は
,昭 和60年 が157件(全 体の13.6%)で,単 年 度 と して は最 も多 い(図2-

2-4)。

第8に,既 に見て きたよ うに,'デ ータベース振興の ための施策 ・提言 ・答 申が昭和60年 前 後

に相次いで 出され た。 これ もデータベ ースに対す る関心の高 ま りを裏打 ちす るものであろ う。

2.デ ータベース企業の約6割 が将来の有望事業に位置付 け

財 団法人 デー タベース振興 セ ンターがデ ータベ ース ・ベ ンダ企業234社 に ア ンケー トを送付 し,

131社 の回答が得 られた(回 収率56%)平 成2年9月 実施の 「デ ータベ ース ・サー ビス に関す るユ
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一ザ意識調査 ・ベ ンダ編 」(以 下 ,ベ ンダ編 と呼ぶ)に よ ると,わ が国のデー タベ ース産業への

参 入企業 は 「情 報処理 ・提供業 」が最 も多 く46%次 いで 「印刷 ・出版 ・新聞等 」(15%),「 調査

・研究期間」(11%)と 多業種 にわた って いる(図2-2-7)。 これ まで ,こ れ らの企業の デー

タベース事業 は企業組織の一部 として行 って いる場合が多 く,こ れが産業 として の独立性 を阻む

一因 にな って いた。 しか し,今 回の調査で はデー タベース ・サー ビスを本業 としていない異業種

企業の41%が,デ ータベ ース事業 を主 力 ビジネス と位 置付 けてい る。 さらに57%が 将来 の有望

事業 と考えてお り,産 業 と して の充実 が期待 され る(図2-2-13)。

3.未 成熟な兼業型産業

デー タベ ースに限定 した売上高を把握す るの は困難 なので,こ こで は 「ベ ンダ編」 よ り以下の

4つ の指標で産業 と しての データベ ースの位置付 けを捉え た。

① 企業の総売上 高に占めるデー タベースの売上高 の割合

② データベース売上高 の今後 の伸 び率予測(今 後5年 間の年 間平均 伸び)

③ データベース売上 高に 占め る国産デー タベースの比率

④ データベース売上 高に 占あ るオ ンライン ・サー ビス売上高の比率

まず,第1の 指標であ る総売上高 に占め るデ ータベ ース売上高の割合 は,「1%以 上～5%未

満」が最 も多 く24.7%で あ る。次 いで 「1%未 満 」(18.5%),「5%以 上～10%未 満 」(13.6%),

「10%以 上～15%未 満」(12.3%),「90%以 上」(11.8%)の 順 であ る。 回答企 業(81社)の 平均

は23%で ある。デ ータベ ース専業企業 として格付で きるデータベ ースの売上 げ率が50%を 超す企

業 は,わ ずか21%に 過 ぎな い(図2-2-16)。 この よ うにわが国のデー タベース産業 は,他 産

業部門 との未成熟 な兼業型産業 の段 階にあ るといえよ う。

一方 ,第2の 指標 である向 こう5年 間を想定 したデ ータベ ース売上高の年間平 均伸 び率 は,回

答 企業 の平均が18.6%で あ る。 これ は前 回調査 の32.3%を 大 き く下 回 り,金 融市場 の不況感を反

映 して弱気の見通 しとなって いる(図2-2-17)。

第3の 指標,す なわ ちデー タベー ス売上高 に占める国産デー タベ ースの割合 は,全 体平均で87

%と 高 い。前 々回お よび前 回調査で は,そ れぞれ83%,84%だ ったか ら,国 産 デー タベ ースの売

上高比率は年 々増大傾 向にあ る。 この指 標は,わ が国で利用で きる国産およ び海外 データベー ス

数 の比率 と好対照を示 して い る。す なわ ち,数 の上で は(実 数 ベ ース),海 外製 デー タベース69

%,国 産31%と 海外依存 だが,売 上 高(デ ー タベ ースの利用面)で は圧倒 的 に国産 が大 きい(図

2-2-18)。
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第4の 指標 のデー タベ ース売上 高に占めるオ ンライ ン売上 高比率を見る と,国 産お よび海外 製

データベース共にオ ンライ ンが主流 にな って いる(図2-2-19)。
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第3部 デー タベ ースの利用状況

第1章 利用の現状

1.拡 大傾向にある企業規模間の利用格差

財団法人デ ータベース振興 セ ンターが毎年実施 して いる 「デー タベー ス ・サ ー ビスに関す るユ

ーザの意識調査 」によると
,平 成2年 度の調査 回答企業714社 中483社(67.6%)が デ ータベ ース

を利用 して いる。 これを企業規模 別にみ ると中小企業が58 .8%,大 企業 が69.0%で 約10ポ イ ン ト

の格差があ る(表3-1-1)。(注:企 業規模別分類基準,産 業分類基準 につ いて は表3-1-1 ,

表3-1-2を 参 照。)

平成元年度 の1社 当た り年 間平 均利用 金額 は,中 小企業が302万 円,こ れ に対 し大企業 は4 ,6

48万 円で 中小企業の平均利用額 の15倍 と大 きな格差が生 じて いる。 また ,平 成2年 度の年間平

均利用金額 の伸 び率見込 み も中小企業の7.8%増 に対 し,大 企業の11.4%増 と3.6ポ イ ン トの差が

あ り,デ ータベー スの利用 金額 か らみ た中小企業 と大企業 との格差 は拡大傾向 にある(表3-1

-7)
。

データベ ースの利用状 況を さ らに詳 しく示 した ものが 図3-1-4で あ る。 中小企業 は100～

200万 円未満の利用が最 も多 く24.5%,次 いで200～500万 円未 満20 .4%で あ るが,全 体 の4割 以

上 が100万 円未満(月 額 に して10万 円未満)と デー タベースの利用 は まだ少 ない。 一方,大 企

業の利用分 布 は企業間での ば らつ きが大 きい。200～500万 円未満 が最 も多 く17 .8%,平 均額 以上

の利用企業 は15.2%あ るが,100万 円未満 の企業 も24 .0%を 占める(図3-1-4)。

2.鈍 化 が 目立 つ海 外 製 デ ー タ ベ ー ス

次 に,利 用状況 を1社 当た りの 月間平均利 用時 間でみ る と,平 成 元年 度が70.2時 間,平 成2

年 度が70.4時 間(見 込 み)で 横ば いで あ る。この うち国産 デー タベ ースの 利用 は48.4時 間で68.9

%を 占め,海 外製 は21.8時 間で 国産利用 時間の半分 以下であ る。 また平成2年 度の利用 時間 は

国産 の9.5%増 に対 し,海 外 製は マイナ ス20.2%の 減少が見込 まれ るな ど,海 外製 デー タベ ース

利用の鈍化が 目立 っ(表3-1-8)。
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図3-1-5か らデー タベ ース月間利用時間の分布を企業 規模別 にみ ると,中 小企 業の平均利

用 時間 は31.3時 間で あるが,1～5時 間未満が34.9%が 最 も多 く,10～20時 間未満18 .6%,5～10

時間未満14.0%の 順 で,20時 間未満(1日 平均1時 間未満)の 企業が67 .5%を 占め る。大企業 は企

業間で の差が大 き く,20時 間未満 の企 業が48.8%を 占める一方,100時 間以上利用 す る企業 も22 .2

%を 占め二極分 化 してい る。

3.利 用 システム数 と契約業者数

表3-1-4で はデー タベースを利用 す るにあた って使用 して いる システム数 を示 して い る。

システ ム数の全体平均 をみ ると平成元年度で は6 .5シ ステム,前 回調査 の実績6.7と 比 べて あま

り変 化が ない。 しか し,分 布状況を みる と,1シ ステ ムとの 回答は全体 の18 .0%,2シ ステ ム と

の 回答が14.6%で あるの に対 して10シ ステム以上契約 してい るという回答 は20 .2%92件 にな っ

て いる。前 回 も同様の傾向がみ られ,ユ ーザの二極化が進 んで きた と言 え るのではないだろ うか
。

契約業者数 では全体平均で5.5業 者 とな って いるが,こ こで も1あ るいは2業 者 と契約 して い

るとい う回答 が合 わせて33.4%と なってお り,契 約 システム数 と類似 した傾 向が表れ てい る
。 日

本の データベース ・サー ビス業 は第2部 で述べた ようにプ ロデ ューサが デ ィス トリビュー タを兼

務 して いる場合が 圧倒 的に多 い。すなわ ち,自 分で作成 したデータベースを 自らが販 売す る。 こ

れはプ ロデューサ とデ ィス トリビュータの分化の進 んでい るアメ リカとは際立 った相違で あ る
。

アメ リカの よ うな大型 ベ ンダーが育 って いないため,日 本 のエ ン ド ・ユ ーザ は図3-1-2に 示

したよ うに半数以上が5業 者以 上 と契 約せざ るを得 ない とい った複雑な状況 にある。 したが って,

契約料 金や各 データベ ースに対 す る固定料金部分 などで利用 コス トも高 くつ くことになる。

4.産 業部門で異なるデータベースの利用部署

表3-1-9に 示 した金額 ベー スでみた部門別のデー タベース利用状 況 は,「 研究部門 」(24.2

%),「 調査部 門」(23.1%),「 特 許部門」(13 .5%),「 企画部門」(10.4%)の 順であ る。

デ ータベ ースを よ く利用す る部署 は産業 によ って異 なる。建設業,石 油 ・化学 工業 は研究部門

が最 も利 用 し,そ れ ぞれ全部 門の34 .8%,45.4%を 占め る。鉄 鋼 ・非鉄 ・金属,電 気 ・一般 ・輸

送 機械 は特 許部門 でそれ ぞれ35.0%,42.5%,そ の他製造業 は表3-1-2に 示 したよ うに各 産業

が含 まれ るたあ利用部門 も分散 され研究部 門26 .9%調 査部 門20.7%,特 許部 門19.6%,企 画部 門

12.9%で あ る。商業,金 融 ・保 険 は営業部門で ,そ れ ぞれ40.7%,33.0%。 情報 処理 ・情報提 供業,

その他の対事業所 サー ビス,公 共サー ビスは調査部 門で,そ れぞれ38 .1%,30.3%,36.5%で あ る。
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5.商 用 デ ー タ ベ ー ス の 問題 点

商 用デ ータベ ースを利用す るにあた って,回 答者 の約4割 が シソーラスの統一 を欲 して お り,

各 プ ロデ ューサがば らば らに作成 して いる記事 デー タバ ンクの標準化が指摘 されてい る。 また地

域 別 にみ ると 「ダ ウンローデ ィ ングがで きな い」,「 ゲー トウェイ機能が欲 しい」な どの指 摘が

首都圏以外の地域で多 く,こ の方面での充実 は地方 でのデ ータベ ース普及 に欠かせな い方策 と考

え られ よ う。

また 「商用 データベ ースを利用 して いない」 と回答 した企業 は,231社 で全体の32.4%あ る。

その理 由は1,2位 の 「利用の必要が ない」,「 使用料金が高 い」を別 にす ると企業規模 によ っ

て異 な る。 中小企業 は 「利用方法 が分 か らな い」,「 端末機 が無 い」 とい ったデー タベース利用

にあ た っての基本 的 な問題で あ る。大 企業 は 「存在 が分 か らない」,「 予 算措 置が少 ない」,

「検索技術者がいない」 といった社 内的な事情 によ る ものが多 い。

第2章 生活 レベルのデータベースの利用について

潜在 ユーザの多い生活関連デ ータベ ー ス

データベ ース ・サ ー ビスは産業 と して みる とまだ未成熟で あるが,現 在急速 に進行 しつつ ある

情報 ネ ッ トワー クの拡大 とパ ソコンの普及に より,国 民生活 レベルにおいて も大 きなイ ンパ ク ト

を与え ることは必至 であ る。

財団法人デー タベー ス振 興セ ンターで は,今 回初 めてデ ータベ ースを国民生活 レベルで どの程

度利用 してい るのか,そ の浸透度合 を探 る 目的でパ ソコ ン通信 サー ビスのユ ーザを対象 に調査を

行 った。

本調 査は約13万 人 のユーザを抱え るわが国で代 表的 なパ ソコ ン通信 システムrNIFTY-

Serve」 の電子 掲示板を利用 した。回 答者数 は1,326人 で,男 性 回答者が93.5%と 圧倒的 に多 く,

年令 別で は20歳 代 が41.1%,30歳 代 が39.7%。 職 業別 で は公務 員 ・会社 員が65.5%で,回 答者

の多 くは20歳 代 および30歳 代 の若い ビジネスマ ン層 で ある(図3-2-1)。

パ ソコ ン通信を通 しての商用 デー タベースの利 用経験者 は891人 で全体の67.2%に 及ぶ。利 用

者 を年令 階級別 にみ ると40歳 代 の71.5%が 最 も多 く,次 いで50歳 以上(70.8%),30歳 代(70.0%),
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20歳 代(63.7%)と 続 き若年層 にな るに したが って利 用経験者の割合は減 少 して いる。

利用 場所 は 「自宅」 が最 も多 く56.5%,「 勤務 先」が43.0%で あ る。 「図書館 な どの公共施

設」での利用者 はわずか2%に す ぎな い。 これ は図書館な どの公共施設へ のパ ソコ ンの導入や回

線 および利用料金の負担制度の設定 に難 しさが あるた めであろ う。利用場所 を職業別でみ ると公

務 員 ・会 社員の半数以上が 「勤務先」 となってお り仕事の延長線上で利用 してい ることが うかが

え る。専 業主婦,学 生,教 職員,自 営業者等 は 「自宅」の利用が 高い(図3-2-2)。

利用 目的は 「仕事 」(46.7%),「 趣味 」(30.0%),「 買物,座 席 予約な ど」(8.5%),「 利殖」(3.6

%)の 順 で あ るが,こ れ を仕事 と生活 に大 別 して 見てみよ う。 「趣 味」,「 株 式投 資等利 殖」お

よび 「買物」の3件 の 目的を,仕 事 と対比 させ生活の ためのデータベース利 用 と して と らえ た場

合,仕 事 のため(46.7%)と 生活の ため(42.1%)が ほぼ半 々にな り,デ ー タベ ースが仕事 の 目的 に

利用 されて いるだ けで はな く,生 活上の1っ の道具 にな りっっあ ることが うかがえ る(図3-2

-3)
。

商用デ ータベースの1カ 月当た りの利用料金 は,1,000円 ～5,000円 未満 が最 も多 く40.4%,1,

000円 未満(32.1%),5,000～1万 円未満(17.5%),1万 円以上(10.0%)の 順 で大半が1カ 月の新聞

料金程度で あ る(図3-2-4)。

利用 料金 にっいて は約80%が 高い とい う認 識 にある。 デー タベ ース提 供者 側 に とって は採算

の問題 はあるが,い かに低価格 で提供で きるかが課題 である。 また この調査か ら生活 に密着 した

データベ ースに対 して潜在ユーザの多 い ことが読 み取 れた(図3-2-5)。 国民生活 レベルで

の データベー ス普及 には,生 活関連デー タベー スの充実 とともに,デ ータベース利用 の有効性 の

啓蒙努力 が望 まれ る。

第3章 利用例

1.伊 藤忠商事株式会社

2.第 一中央汽船株式会社

3.三 菱総合研究所

4.千 代田化工建設株式会社

5.株 式会社電通
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第4部 イ ンハ ウ ス ・デ ー タ ベ ー ス

第1章 イ ンハ ウ ス ・デ ー タ ベ ー スの役 割 と意 義

1.目 覚ま しい中小企業の構築ペース

企業,官 庁 あるいは学校 など限 られ た範囲 内で利 用 され るイ ンハ ウス ・デー タベースの構 築が

盛んであ る。 「データベ ース ・サー ビスに関す るユーザの意識調査 」によ ると,調 査 対象機関の

68%が イ ンハ ウス ・デ ータベースを保有 して い る(表4-1-2)。 これを企業 規模別 にみ る

と,大 企業 は73.4%,中 小企業で は43.8%が 保 有 して い る。 このよ うに企業 規模 によ って 大 きな

格差 が生 じてい るが,最 近の中小企業 の構 築ペース は目覚 ま しいものがあ る。最近5年 間 にお け

る中小企 業のイ ンハ ウス ・データベ ース構 築の平均伸 び率 は22.1%で,大 企業の同伸 び率10.9%

を大 きく上 回 ってい る(図4-1-1)。

この よ うにイ ンハ ウス ・データベ ースが活発 に構築 され るようにな った背景 には,昭 和60年

の電 気通信事業法 の施行 によ る情報 イ ンフラの整備 とと もに,コ ン ピュータ,パ ソコ ンお よび周

辺機器 の低価格化 によ る一般への広 い普及 があ った。

2.SlSで 変容する営業部門

い ま最 も大 きな変容ぶ りをみせてい るのが,こ れ まで生産部門の在庫管理 システムや事業部 門

の人事管理 システ ムな どに比べ遅れて いた営業部門の情報化で ある。成熟 した競争市場 でライバ

ル企業に少 しで も営業格差をっ けるた めには,ユ ーザ ・ニ ーズを迅速 に とらえて対応 す ることが

勝負 にな って きたか らだ。 コンピュー タ とネ ッ トワー ク,デ ー タベースを駆使 して情報 を フルに

ス ピーデ ィに活用す る 「戦略情 報 システ ム」(SIS:StrategicInformationSystem)の 構築 で

ある。

たとえば,ラ イオ ン株式会社 は消費者ニ ーズの多様化,商 品アイテムの増加,競 争 関係の複雑

化 など不透明度の増す市場 にマーケテ ィング費用 を効 率的に配分 し,そ の判 断を迅速 かつ適切 に

下 してい くための シ ミュ レーシ ョン・モデルを開発 した。日本生命保険相互会 社 は顧客 の多様 化,

高度化す るニーズに緻密 に対応 してい くため に,全 社 的な市場 ・顧客 デー タベース と全国2,000以
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上 の営業拠 点を ネ ッ トワー ク化。営業職 員の約半 数に当たる4万 人がハ ンデ ィ端末 を持 って ,顧

客の 目の前で保険料,配 当金 などに関す る シ ミュレー ションを行 ってみせ るなどの訪問販売や契

約の保全活動 を展開 して いる。

各企業 の イ ンハ ウス ・デー タベ ース構築 の 目的 は,「 企業内情報の有効活用 」が最 も多 く46 .

7%,次 いで 「経営管理事務処理の効率化 」(41 .8%),「 在庫管理の効 率化」(32.1%),「 販売促進の

効率化」(31.3%)と 続 き,「SIS等 経営戦 略での活用 」 も11 .4%あ る(図4-1-2)。

インハ ウス ・データベースの利 用内容 は高度化の傾向にあ り,経 営戦略上重要 な役割 を果たす

よ うにな って きた。企業 は積極 的に情報 の戦 略的活用を狙 った システムづ くりに動 き始 めてい る
。

3.デ ー タ ベ ー ス産 業 へ の高 い参 入 意 欲

各企業 で構築 されて いるイ ンハ ウス ・デー タベースの商用化の意向 は低い。 もと もとインハ ウ

ス ・データベ ースの大半が企業 内情報の共有化 ,お よび経営の戦略的活 用を 目的 と して構築され

て いるたぬ デー タベース その ものを商品 と して販売す る商用デー タベース とは構築の 目的が異

な る。 しか し,将 来,商 用 デー タベ ースと して提供を考えている企業 も公共 サー ビス部 門,製 造

業,金 融 ・保 険業 など41社 あ り,異 業種 か らの デー タベース産業 への参入意欲 は潜在的 に高 い

(図4-1-5)。

第2章 イ ンハ ウ ス ・デ ー タベ ー ス の戦 略 的 活 用

1.株 式会社間組

2.ラ イオン株式会社

3.ト ヨタ自動車株式会社

4.大 日本印刷株式会社

5.農 林水産省

6.日 本生命保険相互会社
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第5部 海外 にお けるデ ータベ ースの動 向

ソ連 ・東欧諸 国の統制経 済か ら市場 経済への移 行や1992年 のEC市 場 の統合を控 え ヨー ロッパ

の経済,社 会構造 は大 きな転換期 にさ しかか って い る。 この 自由化,ボ ーダ レス化 の進展 に伴 い,

わが国デー タベー ス産業 は,世 界の デー タベース産業 と連携 して,国 境を越 えた地 球規模での対

応が求め られて いる。 その ため海外諸 国のデー タベ ース動向の把握 は不可欠であ る。

第1葦 北アメ リカにおけるデータベースの動向

財団法人 デー タベー ス振興 セ ンターがLINKResources社 に委託 した調 査結果 に よる と,北

米(カ ナダを含 む)の デ ータベ ース市場 を電子情報 サー ビスとい う概念で とらえてお り,市 場分

野を次の13分 野 に分 けて いる。

① 信用情報(企 業信用,消 費者信用)

② 金融 ・経済情報(株 式 ・債券,外 国為替 ・通貨市場,会 社情報,

商品市況,計 量 経済)

③保 険情報

④法律 ・規 制 ・政 令お よび特許 情報(法 律 ・規制 ・政令,特 許 ・商標)

⑤ 図書館 関連情報

⑥ マ ーケテ ィ ング ・メデ ィア情報(製 品動向,人 口動態,視 聴率,

対企業 マーケテ ィング)

⑦ ニ ュース情報(リ アル タイム,検 索用 ニ ュースデー タ)

⑧ 製品 ・商取 引情報(ト ラ ンザ クシ ョン)

⑨ 不動産情報

⑩旅行予約情報

⑪運輸情報

⑫科学 ・技 術お よび医薬情報(科 学 ・技 術,医 薬,工 学,エ ネルギ ー)

⑬ その他情報
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一
同調査で は1989年 の現状 と1994年 までの展望 をま とめて いる(表5-1-1参 照)。

まず1989年 の市場 規模 は85億8,700万 ドルで,そ の分野別市場規 模第一位 は金融 ・経済 で全体

の24.6%を 占める。次 いで旅行 予約(17.9%),信 用情報(17.0%),マ ーケテ ィ ング ・メデ ィア情報(1

3.9%),法 律 ・法規 ・政令 お よび特許情報(5.1%),科 学 ・技術 ・医薬情報(4.9%)な どの順 にな って

い る。 データベース化 され た生活情報に基づ きシ ョッピング,発 注,予 約 など リアル タイムで行

なえる トラ ンザ クシ ョン ・サ ー ビスの遅れてい る日本 とはか な り様相が異 な って いる。

1990年 は対 前年 伸 び率12.6%増 の96億7,500万 ドル と推定 して い る。 しか しなが ら1990年 代 の

北米 の電子情 報サー ビス産業 は,1980年 代のよ うな高度成長 は期待で きない と,昨 年度の予測 よ

りかな り弱気な見方にな って いる。 これ まで最 も成長の著 しか った金融 ・経済情報が 金融市場 の

不安 定 さによ って伸び悩む と見て いること,ま たマーケテ ィング ・メデ ィア情報,法 律情報 な ど

今後 も高い需要が見込 まれ る分野で も1980年 代の成長 レベ ル程 にはな らないか らとみて いる。 し

たが って全体では,1990年 代前半 は年率13%レ ベルの成長率で推移 し,1994年 の市場規模 は1989

年の1.8倍 の158億3,000万 ドル と予測 して いる。

しか しなが ら分野別 に見 た場合,こ れ まで以上に高い成長が期待で きる もの は,製 品情報 ・商

取引(ト ラ ンザ クシ ョン)サ ー ビスと科学 ・技術 ・医薬情報で ある。前者 は不動産,国 際貿易,

テ レビの スポ ッ ト広告,貴 金属や コイ ンなどの収集品 とい った多岐 にわ た り,ま だ十 分なサー ビ

スが生 まれて いない分野で大 きな市場の可能性を秘め年率30%と 高い成 長を見込 んでい る。後者

にっ いて は科学技術の進歩 とともに正確 な,よ り原典 に即 した情報 が求 め られてい る。 また この

分野 は他部門 とオ ーバ ーラ ップ した形で展開 して いき,年 率19%の 成長を予測 して いる。

次 に,デ ー タベ ースを提 供す るメデ ィア(情 報媒体)別 に市場動 向を見て みよ う。LINKRe

sources社 で は次の8種 類 にメデ ィアを分類 して いる。

① オ ンライ ン会話型(公 衆,専 用 回線)

② ブ ロー ドキ ャス ト(電 波放送;片 方 向,双 方向)

③会話型音声 サー ビス(オ ーデ ィオテ ックス)

④CD-ROM

⑤磁気 テープ

⑥ フ ロッピィデ ィス ク

⑦ フ ァックス
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⑧ その他

この中で特 にCD-ROMが 年率52 .3%の 驚 異的な成長を続 け,1989年 の3億5,000万 ドルか ら1

994年 には8倍 の28億8,000万 ドルに達 す るとみてい る。 これ は全市場の18%を 占め ることにな り,

オ ンライ ン(62.8%)に 次 ぐ市場規模 にな ると見てい る(表5-1-2参 照)。

第2章 ヨー ロ ッパ にお け る デー タベ ー スの動 向

1992年 のEC市 場統 合を 目前 に ヨー ロ ッパの市場動 向が注 目されて い る。情報産 業の市場環境

はEC共 通 の市場 を求めて,欧 州理 事会 に よる電気通信 関連,知 的財 産権関連,プ ライバ シーや

デー タ保護i関係 の新 しい指令,情 報技 術 に関す る共 同プ ロジェク トな ど様 々な施策が実施 され調

整が進んでい る。政策 的には,1989年,90年 の2年 間 にわた る情報市場 政策ア クシ ョン ・プ ログ

ラム(IMPACT;lnformationMarketPolicyAction)を 策定 し,所 期 の 目的 はほぼ達成 した。

またEC全 域 に共 通す るデ ータに対 す る需要が高 ま りっつあ る。 ヨー ロ ッパの情報 業者 はよ うや

くこれ らのニーズに対応 しよ うと動 き始 めてい るが,同 時にアメ リカの大手 ベ ンダーな どの動 き

も活発 とな っている。

LINKResources社 の調査 によれ ば ヨー ロ ッパの オ ンライ ン情報 サー ビス市場 は北米 に次 ぐ

世界第2位 の規模で あ り,1989年 の売上高 は25億 ドルで ある。1990年 に は28億 ドル と推定 してい

る。その中で も金 融情報 は全体 の9割 を 占め,23億 ドル とみて いる。市場 全体は年率20%弱 の伸

びで推移 し,1994年 には47億5,000万 に達 する と予測 して いる。

特 にイギ リスは世界最大 の金融都市 ロ ン ドンを背 景 にヨー ロッパ市場 の過 半数を 占め,突 出 し

て いる。 これはイギ リスの電子情報サ ー ビス産業 のなかでReutersグ ル ープが支配 的な地位 を今

なお 占めてい る事実 を語 っているが,最 近,パ リ,ル クセ ンブルグ,フ ランクフル ト,チ ュー リ

ッヒ,ア ムステルダムの証券取 引所 に対 す る国際的な関心 が高ま り,金 融 ・ビジネス情報サー ビ

スで,イ ギ リスの優位性 を脅か しつっあ る。 しか しなが ら,1990年 代を通 じロン ドンが ヨー ロ ッ

パの国際金融活動 の中心で あ り続 け ることは変わ りな さそ うで ある。

1992年 のEC市 場 統合 は,電 子情 報産 業 に対 して,短 期 的 には部分 的な影響 に止 まる と見 てい

る。 これ はEC各 国間 にた ちはだか る言 語障壁が1992年 の市場 の統合 化で も解決 され る問題 で は

ないか らであ る。
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第3章 ソ連 ・東 欧 にお け る の デ ー タ ベ ー ス の動 向

1992年 のECの 市場 統合 とと もに現 在注 目されて い るのが ソ連 ・東 欧諸国の電子情 報産業 の動

向である。 白書で は今 回初 めて,ソ 連 ・東欧諸国のデー タベー ス ・サー ビスの実情 を とりあげた
。

ソ連で は情報政 策 は ソ連 邦最高会議の重要事項 に属 し,長 期計画(1990-2005)と 情報化社会 へ

の移行指導 はソ連国家 コ ンピュータお よび情報委員会 と国家科学技術委 員会 の手 によ って進 め ら

れて いる。現在,ソ 連 では約400種 類の リファレンス ・データベース(主 に文献情報)と240種 類

ほどの フルテキ ス ト,お よび数値デ ータベースが構築 されて いる模様 である
。 しか し,ほ とん ど

一般ユ ーザが利用で き るよ うにはな
っていない。磁気 テープの形で市場 に提供で きるの は少数 の

科学 ・産業 ・通商 に関す るデー タベースに限 られて いる。分野で は80%以 上が科 学技術 データベ

ースで ,ビ ジネス系 は僅 かに3～4%に 過 ぎない。 しか もそのすべてが政府機関で構 築 された も

のであ る。

オ ンライ ン ・サー ビスを行 な って いる機関 は約85あ り,市 場規模 は約7億 ルーブル と見積 も ら

れている。通信 イ ンフラは遅れてお り,公 衆網 によるパケ ッ ト・デー タ通信 サー ビスは開始 され

てお らず,オ ンライ ン ・サ ー ビスはデータベ ースを搭載 したホス ト・コンピュータ所有機 関が 独

自に構築 したネ ッ トワークにだ けっ なが る閉鎖 的な もので ある。

ソ連 のデータベースの実情 は,総 合的な判定 で欧米 に10年 以上の遅れが ある。 しか し,デ ータベ

ース構築 は予想以上 に進 んでお り
,通 信基盤の整備や情報技術者の育成 などによ って,今 後の発

展 は期待 で きる。ソ連 側 によ ると,2,000年 にお ける世界 の情報 サー ビスの市場規模を800～1
,000

億 ドルとす ると,ソ 連 の 占め るシェアは10～12%で あ ろ うみ られて いる。1990年 は全世界60億 ド

ルで,そ の内1～1 .5%が ソ連の シェアであると見て いる。

東欧 におけ るオ ンライ ン情報 サー ビス市場誕生の可能性 は,西 ドイツと統合 した東 ドイ ツを除

き,ま だ電気通信 や回線の大幅 な不足 など,情 報市場 が育つための イ ンフラス トラクチ ャが未整

備なため,少 な くとも5年 以 内にはない と悲観的 に見倣 されてい る。

21



第4章 ア ジア ・オ ー ス トラ リア に お け る デー タ ベ ー スの動 向

今 回の 白書 ではア ジア地域で は韓 国,香 港,台 湾,シ ンガポール,タ イに関 してのデー タベ ー

ス動 向を調査,分 析 して いる。 日米 欧に比較すれば大 き く遅れて いるが,今 後の情報化 には日本

に期待す るところが大 きい。 中で も,韓 国の データベ ース産業の動向が注 目され る。韓国の デー

タベ ース関係 団体 や企業 は1990年9月 に,付 加 価値電気通信事 業の緩和 開放,即 ちVANの 緩和

開放化が と られた ことを契機 に して,日 本の経験 と実態を調査す るため,か ってない多数の視察

団を送 り出 して きてい る。現在韓 国で の デー タベ ース ・サ ー ビスは韓国産 業研究 院(KIET-LI

NE),韓 国 データ通信(千 里眼 －II),毎 日経済新 聞社(MEET-LINE),お よび韓国経済新 聞社

(KETEL-LINE)の4大 サー ビスが あ り,4社 で約80%の シェアを 占めて い る。 また韓国独 自

の データベースは1990年9月 現在で65を 数え る。

オース トラ リアのデータベ ース ・サー ビスはこれ まで歴 史 も浅 く,主 と して海外製が中心で,

マー ケ ッ トも小 さい もので あ った。 しか し1982年11月 のADDA(AustralianDatabaseDevelo

pmentAssociation)の 発足 以来,国 産 デー タベースの拡充 が 目覚 しく1990年11月 現在で204の

国産商用 データベースが サー ビスされて いる。市場規模 に関す る正確 な数字 はないが,現 在で は

1億 ～1.5億 ドルの範 囲 と見て い る。 またADDAは1990年 に,デ ー タベ ース振興の ための公的機

関の設立趣 旨を盛 り込 んだ 「情報化社会 と してのオース トラ リア」 とい うタイ トルで下院 の長期

戦略常設委員会 に答 申す るな ど,デ ータベース普及 ・促進活動 を展 開 してい る。
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第6部 デ ータベ ースの国際展 開

第1章 海外提供の現状

'わが国の国際的地位の向上 とともに
,日 本情報に対する諸外国か らの関心は高まる一方である。

もはや欧米の企業にとって経営戦略を展開するにあたって,日 本情報は不可欠の ものになって き

ている。 このような海外からのニーズに応え,日 本情報の国際的流通を促進することは経済大国

日本の義務であろ う。

日本データベース協会の調査によると,平 成2年7月 現在で海外に提供されているデータベー

スの数は155件 ある。前年(104件)に 比較 して51件 増え,対 前年伸び率49%の 大幅増加である。

さらに海外提供を計画中のデータベースが23件 あり,国 産データベースの充実 とともに海外提供

も着実に進んでいる。 もっとも日本国内に入 ってきているデータベース件数(1,466)と 比べれば

まだ少ないともいえる。 しか し見方を変えれば,国 産データベース(662件)の23.4%が 海外に提

供 されている。調査を開始 した昭和62年 の海外提供データベースは28件 で,6.2%し かなかった

ことに比較すれば格段の進歩といえる(表6-1-1参 照)。

国産データベースを海外に提供するとなると,デ ータベースの英語化をは じめ,販 売 ・流通 ・

サービス網の確保や海外のユーザにコンサルティングできる人材の育成 といったさまざまな問題

点をクリア しなければな らない。特にこれらの問題は企業としての採算を考えると1企 業だけで

は対応 しきれない面 もある。

財団法人データベース振興セ ンターでは平成元年度に国際問題委員会を設置 して,日 本情報の

国際化を促進するにあた り解決すべき諸問題を検討 し,提 言を行なって きた。その主な内容はデ

ータベースの英語化(機 械翻訳技術の促進)
,海外か らのニーズの正 しい把握,恒 常的な広報宣

伝活動,常 設的データベース ・クリア リング機関の設置,海 外提供の支援施策,助 成制度等であ

る。この提言を受けて平成2年 度では具体的なアクション・プログラムに向け,デ ータベースに

対する機械翻訳 システムの開発と利用に関する調査研究を進めている。
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第2章 日本情報をめぐる国際的動き

日本情報 の国際的 な流通 と諸外国 におけ る利 用の促進 につ いては,い まや一般 的議論 や政策 的

枠組 みづ くりの段階 は終わ り,具 体的な展 開の時期を迎えて いる。

日本情報 に関す る国際的 な動 きと しては,1991年5月 にフラ ンスのナ ンシーで 開催 され る 「第

3回 日本科学 技術 ・商業 に関す る国際会議 」が注 目され る。 この会議 は1987年9月 にイギ リス

の ウォー リック大学,1989年10月 にベル リン日独セ ンターで開かれ た もの に続 くもので あ る。 ナ

ンシーで は これ までの 日本情報の提供体制 や入手上 の問題点 の検討 か ら一歩進めて ,機 械翻訳 な

どの言語 障壁 を取 り除 くための新 しいツールの紹 介な ど,よ り具体 的な問題が論議 され る予定 で

あ る。
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第7部 地域 に根 付 くデー タベ ース

第1章 地域振興 とデータベース

拡大する首 都圏 と地方圏の情報供給格差

1980年 代 は 「地方 の時代」であ る といわれて10年 が経過,一 向に東京の一極集 中は止 ま らな

い。 「国勢調査速報値 」に よる と,平 成2年 の首都圏(東 京 ,千 葉,埼 玉,神 奈川)人 口は3,179

万6・000人 で全人 口の25.7%を 占め る。昭和60年(3,027万3,000人)に 比 べ152万 人の増加 で

あ る。

「第4次 全国総合 開発 計画(四 全総)」 で は肥 大化 す る東京一極集 中構造 を是正 し
,多 極分散

型の均衡 ある国土 の発展 を提唱 してい る。 しか し,国 際化,情 報化の進展 に伴 い首都圏 と地方圏

との格差 はます ます拡大傾 向にあ る。

データベ ース ・サー ビス業 に関 して も東京一極集 中は著 しい。 「特定サ ー ビス産業実態調査報

告書 」によ る と,平 成元年 度の デー タベ ース ・サ ー ビス業 の総売上 高(1 ,576億 円)の うち,東

京が83.9%を 占め る。一方,日 経 テ レコ ン(日 本 経済新 聞社)とCOSMONET(帝 国 デー タバ

ンク)の 都道府県別パ ス ワー ド数か ら計算 した情報の需要分布を見 ると,東 京の比重 は49.0%に

低下す る(表7-1-1,図7-1-1)。

情報の東京 と地方の需給関係 は,東 京 に集 中 して いる情報 を地方へ供給 す るとい う一方 的な流

れにな って いる。 したが って,サ ー ビス内容 は地方か ら東京への画一的なデー タベー スの検索が

中心で,地 域 か ら発信 され るデータの利用 は少ない。

近年,地 域 固有のデー タベ ースを構築,利 用 しよ うとす る機運 が各地域で もよ うや く出て きた。

第7部 第2章 で地域 の特性を生か した生活感あふれたデー タベースを取 り上 げてい る。北 海道 で

は北 海道 新聞が ワープ ロ ・パ ソ コン通信ネ ッ トワー クで道 内主 要都市 間を結 んだ 「道 新オー ロラ

ネ ッ ト」,石 川 県農業 情報セ ンターの 「地域産物旬の味デー タベース」,徳 島県が置県100年 記

念 に建設 した 「文 化の森総 合公園」の文化情報を蓄積 した 「文 化情報 データベース ・システム」

など,地 域 に密着 した貴重 なデ ータベースであ る。

地域の産業,社 会活動 を活性 化 させ るためには,情 報化 は欠 かせ ない。 また,情 報 の東京一極

集 中を是正 し,東 京を含 めた各地域 間で相互 に情報交換がで きるバ ラ ンスの とれ た情報化社会の
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発展を図るためにも,各 地域は情報発信機能を高める必要がある。

第2章 地域の特性を生かした具体例

1.北 海道新聞社の道新 オー ロラネ ッ ト

2.東 北大学 の金属材料研究所論文 データベー ス

3.(財)茨 城県 メデ ィカル ・セ ンターの茨城 県救 急医療情報 コン トロール ・システム

4.愛 知 県教育委員会 の愛知県教育情報 システム

5.石 川県農業情報 セ ンターの地域産物 旬の味デ ータベー ス

6.(株)関 西 データベースセ ンターの マルチメデ ィア型デー タベー ス ・システム

7.広 島県の環境情報 システム

8.徳 島県文 化の森総合公 園データベー ス ・システム

9.熊 本市の広域 流通 ネ ッ トワー ク ・システム

10.鹿 児島県工業技術 セ ンターの研究報告サ ー ビス ・システムの メ ビウス
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第8部 関連省庁のデータベ ース振興策

第1章 通商産業省のデータベース振興策

デー タベ ースは,高 度情報化社会 を支 える重要な柱 の1っ であ り,現 在 さまざまな分野 にお い

てデー タベー スの導 入が促進 されて いる。 しか し,本 当の意 味で有効 なデータベ ースの構築 ・利

用 は引 き続 き検討 す る必要が ある。 さ らに,わ が国経 済社会 の国際化 に伴 い,海 外 との情報交流

・交換 を促進 してい くこと も必要で ある
。

そ こで,通 商産業 省で は,デ ータベースの関連業界振興 と して,1)重 要 データベースの構築促

進2)デ ータベース効率運用 システム開発 に対す る支援,3)デ ー タベ ース等整備 ・振興 の ための

各種調 査の実施,4)電 子計算機相 互運用 データベ ース ・システムの研究 開発,5)公 的 デー タベ

ースの構 築および政府 保有 データの民間提供の拡大 について行
って いる。 また,地 域 にお けるデ

ー タベース振 興策 としては
,ニ ューメデ ィア ・コ ミュニ テ ィ構想 の もとで,モ デル地域 にお ける

事業主体 に対 し,シ ステ ム構築時 における資金面の支援 と して,基 盤技術促進セ ンターや 日本 開

発銀行,北 海 道東北 開発 公庫か らの 出資,融 資や税制上 の優遇 措置を構 じて いる。

さらに,デ ー タベースの国際対応 として,海 外向けデー タベースの構築促進,海 外提供体制の

整備 についての調査 を行 い,国 産 データベースの国際化 を図 ってい る。

デー タベースの関連 制度 と して は,1)デ ータベース構築者 に対す る税制措置 と してデー タベ ー

ス準備 金制度 の創設,2)民 間 にお けるデ ータベース構築 に対 す る支援の ため,日 本開発銀行か ら

の出資や低利 融資の実施,3)デ ータベ ース台帳制度の実施,4)中 小企業向 け情報公開体制の確立

を 目指 し,中 小企業事 業団 中小企業情報 セ ンターのデー タベ ース(SMIRS)の 拡充,及 び各部道

府 県にあ る中小企業地 域情報 セ ンター とのネ ッ トワー ク化 が検討 されて いる。

第2章 総務庁のデータベース振興策

昭和62年12月 に行政情報 システム各省庁連絡会儀において了解されたr国 の行政機関における
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データベース整備に関する基本方針』は,今 後各省庁がデータベースを整備するにあたって,デ

ータベース整備の視点
,デ ータ整備の基本目標,デ ータ整備の具体化方策などの基本的な方針を

示 したものである。

また,『 平成3年 度に講ずべき措置を中心とする行政改革の実施方針にっいて』(い わゆる行

革大綱,平 成2年12月29日 閣議決定)の 中の,「 行政情報 システムの整i備」において,「 国の行

政機関におけるデータベース整備に関する基本方針に基づいて,各 省庁共同利用データベースの

拡充,電 子計算機接続等によるデータベースの省庁間利用の推進等,引 き続きその具体化を図

る」とされ,こ のことを実現するために,異 機種 システムの接続のための国際的な標準 プロ トコ

ル として制定されっっあるOSIの 導入 ・利用のための政府における基準の策定を進めることが決

定されている。

さらに,各 省庁が保有する磁気データは,民 間機関にとっても有用な ものであり,か ねてか ら

その提供促進が求め られていたが,統 計データにっいては,統 計審議会は関係各省庁の合意を得

て昭和60年4月17日 に,「 統計データに関わる磁気テープ等の対民間提供について」の要領を作

成 し,同 年5月28日,各 省庁に対 し通知 された。引き続 き,都 道府県に対 しても,提 供要領が平

成2年2月9日 に取りまとめ られ,3月1日 に各省庁統計主管部局長および都道府県知事に通知

された。

第3章 国土庁のデータベース振興策

国土庁では,国 土情報整備事業を関係各省の協力を得っっ推進 して きているが,こ れは,① 数

値(デ ジタル),画 像情報のi整備,② データの有効活用を図るための,国 土数値情報利用 ・管理

システム(ISLAND)の 開発,③ 整備 されたデータの利 ・活用の促進,④ 上記に必要な調査 ・研

究を行ってきている。

国土情報整備事業により整備された情報は,① 国土数値情報,② 国土画像情報,③ その他の国

土情報(行 政情報等)に 分類される。国土数値情報は,各 種の自然条件,土 地利用状況,法 規制

区域等に関する情報が,磁 気テープの形態で整備されている。これ らの数値情報は,「 標準地域

メ ッシュ」を採用 し,特 定のメッシュ内の属性を示すメッシュ情報,位 置を示す座標情報等を市

区町村別および水系別に集計 した集約情報の形式で整備されている。国土画像情報は,全 国のカ

28



ラー空 中写真約39万 枚,2万5千 分 の1土 地利用図約1 ,300面 を は じめ,各 種 の情報が 整備 され

てい る。

ISLANDで は,メ ッシュ,座 標,市 区町村 別等で構成 されて い る各種地域 デ ータを データベ

ース化 して一 元的 に管理 して いる
。 アプ リケー シ ョン機能 としては,対 話型検索 ・加工分析支援

システムお よび地 図検索表示サブ システムが あ り,各 種 データの加工 ・検索 ・表 示,統 計処理が

簡単な命令語 によ り行 うことができ る。 データの 出力形式 は,帳 票,ゾ ー ンマ ップ,メ ッシュマ

ップ等 があ るが,こ れ らは,グ ラフ ィ ック ・デ ィスプ レイ
,XYプ ロ ッタ等 によ りカラー出力

が可能 とな って いる。

第4章 文部省のデータベース振興策

文部省では,科 学技術会議第16号 答申や臨時行政改革推進審議会答申のほか臨時教育審議会答

申の提言を踏 まえっっ,学 術情報をはじめとして,生 涯学習情報,教 育文献情報など各般のデー

タベース作成事業を積極的に推進 している。

学術情報に関 しては,学 術情報センターや国立大学等でデータベースが作成 されているのに加

えて,科 学研究費補助金により,デ ータベースの必要性は高いが欠落 している分野
,わ が国が当

該分野の研究または情報のセンターとなっている分野等に重点を置き,学 術情報 システムなどを

通 し公開利用を図ることを目的 とするものを対象に,学 会や研究者グループによるデータベース

作成を支援 している。

生涯学習に関 しては,昭 和62年 度から,県 と市町村が一体となって生涯学習情報のネ
ットワー

ク化を図 り,住 民 に対する生涯学習情報提供 ・相談体制を整備する補助事業を実施 している
。

データベース流通基盤の整備 としては,学 術情報ネ ットワークの整備
,キ ャンパス情報ネット

ワークの整備 大学の情報処理関係センターの整備,図 書館業務の電算化等を推進 してお り,ま

た,ソ フ トウェア,ハ ー ドウェア技術者のほか,他 の専門を持ちつつ情報についても高度の能力

を持つ技術者を含めて養成することを検討 している。

その他,国 立教育研究所,国 立教育会館,国 立婦人教育会館で も関連情報のデータベースの作

成が進め らており,オ ンライン,オ フラインにより提供されている。
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第5章 郵政省のデータベース振興策

郵政省では,情 報通信基盤整備のほか,デ ータベース市場の拡大を図るべ く,民 間に対する財

政投融資,地 域に対する情報通信振興等様 々な施策を講 じている。

昭和62年 に郵政省の所管する基盤技術促進セ ンターの出資により設立 したテ レマティーク国際

研究所では,書 籍,出 版物などの文字画像情報を電子ファイル化 し,そ の集積であるテレマティ

ーク ・ライブラリを,将 来の通信網 との調和を図 り,文 化,経 済的資産として一般の人々が容易

に利用できるようにするための研究開発を行っている。

また,CATVや ビデオテ ックス,デ ータ通信等のニューメディアを用いて地域社会の振興を図

る総合的施策であるテ レトピア構想を昭和58年7月 に提唱 して以来,地 域における情報化を精力

的に推進 してきている。昭和60年3月 にモデル地域の第1次 指定を行って以来,平 成2年10月 ま

でに78地域を指定 している。

データベースの国際対応 としては,国 際地球観測年特別委員会の勧告により,共 同観測によっ

て得 られたデータの流通利用を促進するため,世 界資料センターが 日,米,ソ,英,中 の5カ 国

に設立されたが,郵 政省通信総合研究所では,昭 和33年 に電離層に関する世界資料センターを設

立 し,他 の世界資料センターとのデータ交換ならびに他の研究機関,大 学への提供を行 っている。

データベース関連制度 としては,民 間におけるデータベースの流通を促進するため,第2種 電

気通信事業者のオ ンライン ・データベース提供用の整i備(ソ フ トウェアを含む)を 対象 として,

その購入に必要な資金を日本開発銀行等を通 じて低利で融資する制度を設けている。

第6章 地方行政機関におけるデータベース

自治省が平成2年4月1日 現在で行 った 「地方公共団体における電子計算機の利用状況調査」

の結果によると,都 道府県では,45団 体で何等かの業務にデータベースが用いられており,主 に

特定の業務に関する情報を蓄積 している個別業務型データベースのみならず,各 種の情報を蓄積

し,多 くの業務に利用できるように一般性を持たせた汎用型データベースも運用されっっある。

個別業務型データベースは,44団 体で411シ ステムが運用されており,業 務別 にみると,税 務
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関係が30団 体,公 害関係28団 体,土 木 ・建築関係27団 体,民 生 ・労 働 ・衛生 関係,病 院関係 が各

26団 体で実施 されて いる。

汎用型デー タベ ースは,24団 体で27シ ステ ムが運用 されて お り,蓄 積 され てい るデー タ項 目に

つ いてみ ると,国 勢調査,土 地利用,鉱 工業 ・商業等 の経済 デー タ,医 療 ・社会福祉等で ほ とん

どの システ ムに登録 されて いる。

一方 ,市 町村 におけ るデー タベ ースの実施 状況 を見 ると,利 用団体 の48 .0%の1,550団 体が何

等かの業務で利用 してい る。市町村別 に利用団体 に占める割合 をみ ると,指 定都市,特 別 区で は

全体で,指 定都市以 外の市で は78.0%の502団 体で,町 村で は39.7%の1,014団 体で実 施 されて い

る。 また,運 用 中の デー タベース ・システムの処理業務 を見 ると,住 民登録が1 ,301団 体(全 電

子計 算機利用団体の40.3%)と な ってお り,次 いで税務 関係が1,081団 体(同33 .5%),国 民健康保 険

税が963団 体(同29.8%),国 民年金が960団 体(同29.7%)等 とな って いる。

業務 別のデー タの利用形 態をみ ると,住 民記録 では,住 民基本台帳記載事項等 のデータを統合

し,相 互利用 を図 ってお り,病 院関係 では,レ セプ ト作成,臨 床検査等 に,上 下水道関係で は,

水道料 金の徴収等で利用 されてい る。
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第9部 デ ータベ ース関連 の新 しい動 き

第1章 生産,流 通,利 用技術

デー タベー スは,社 会で発生 した様 々な事象 に関す るデー タを再 び活用す るための情報 システ

ムであ る。その技術 は,デ ータの生 産 ,流 通,利 用 と,情 報 システ ムの運営 とに分 け られ る。

まず,社 会 の様 々な活動 か ら発生 す る情報が,デ ー タと して収集 され る。 これ らの データはデ

ータベースの 目的に従 って編集 され
,質 の向上 が図 られた後 に,デ ータベ ースに収録 され る。 そ

して,ネ ッ トワー ク等 の様 々なメディアを介 して利用 者の元 に届け られ ,活 用 され る。

一方 では
,こ れ らの情報流通が スムーズに行 われ るよ うに,シ ス テム運営技術が要求 され る。

データの質 を高めるための データ管理,シ ステムを安定 的に稼動 させ利用者への サー ビスを保証

す るシステム運用技術,利 用者 によるデータベ ース活用 を促進 す るためのユ ーザ管理技術が ,バ

ランス良 く確立 され る ことが重要で ある。

第2章 データベース関連の標準化

平成2年6月,「 工業標準化推進長期計画の策定に関する建議」が刊行された。 これは第7次

工業標準化推進長期計画の枠組みとなるもので,別 紙として 「国際標準化 と国内標準化活動の調

和のための原則jを 掲げている。 この建議は,わ が国で国際規格やJISな どの審議制定に当たっ

ている組織や団体に,活 動の方向とそれを受ける国の施策の方向を示唆するものであり,少 なか

らぬ意義 と影響力を持 っている。

同年,JISZ8301「 規格票の様式」の改訂版が刊行 された。 この改定 は,JIS原 案作成の枠組み

の1っ として 「国際様式規格」を定めている。平成2年 に刊行 されたこれ ら2つ の資料は,現 在

のわが国における標準化活動を規定 し,デ ータベース関連の標準化の方向 も規定 している。
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第3章 データベースをと りまく通信関係の最近の動き

平成2年,国 際VAN事 業者 か ら強 い要望のあ った 日米間の高度 フ ァク シ ミリ通信が解禁 とな

った。 また国 際VANサ ー ビスに関す る規 制が緩和 され,国 際専用線の利用 制限 も逐次緩和 され

た。

また国 内電気通信 分野 で は,ISDNの パ ケ ッ ト交換 サー ビスが6月 に提供 開始 され
,7月 か ら

は,国 際回線を含むデ ジタル回線 に接続す る回線終端装置が開放 され た
。

こうした電 気通 信面 での環境 整備がデー タベースの普及促進 に もた らす メ リッ トは
,次 のよ う

な もので ある。

1)国 内海外 と もアクセス可能 なデー タベースの拡大,デ ータベ ース利用 チ ャネルの多様化,通 信

料金の逓減化。

2)ISDNや フ ァク シ ミリ等の サー ビスを活 用す ることによ り,映 像,画 像等 マル チメディ ア ・

デー タベースの利用 ・普及 の基 盤整備。

3)グ ローバ ル ・ネ ッ トワー クと戦 略的情報 システムの構築が一層進 展 し
,企 業や企業 グループに

お けるデータベースの戦略 的活用 の促進。

第4章 マ ル チ メ デ ア ・デ ー タベ ー スの 動 向

マルチメディア ・データベ ースは,文 字列 だけで はな く,図 形,画 像,映 像,音 声などの多種

多様 な情報を対象 と したデータベ ースの総称であ る。従来 はそれ ぞれ のメデ ィアでそれぞれの デ

ー タ別の フォーマ
ッ トがあ り,独 自の検索 プログラムが デー タベ ース単位 に存在 し,マ ル チメデ

ィア と して統 合化 していなか った。 しか し,障 害 とな っていた種 々の課題が 整理 され,本 来の意

味 でのマルチ メディア ・デー タベ ースが発表 され るよ うにな って きた。 また,マ ルチメディア.

デー タベ ースの利用端末 も標準 化は不十分で はあ るが ,い くっか発表 されて きている。

マルチメディア ・データベースの代表的な事例 として ,岐 阜 県美術館の 「ハ イ ビジョンギ ャラ

リー」が ある。 これ は,高 精細 な静止画像 のマルチメディア ・デー タベ ース として高い評価 を得

て いる。
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第5章 パ ッケ ー ジ系 デ ー タ ベ ー ス

データベース ・サ ー ビスは,オ ンラ イ ンが主流 であ る ことに は変 わ りないが,CD-ROM,CD

-ROM内 蔵型 パ ソコ ンの 登場で
,パ ッケ ー ジ系 デ ータベ ース(電 子辞典,事 典,電 子 出版物)

が い くつか発 表されて きて い る。特 にデ ータベー ス用のオ ンライ ン ・ネ ッ トワー クの回線の品質

が保証 され ない国で は,CD-ROMの よ うなパ ッケー ジ系 デー タベ ースの要求が強 い といわれて

い る。一般の カタログの世 界で も,多 品種少量生産の時代を反映 して カタログの厚 さは限界 に近

く,CD-ROMを 使 った電子 カタログの要求 も強 ま った。

平成2年 には,パ ッケージ系デ ータベ ースの メディア として8セ ンチのCD-ROMの ソフ トウ

エ ア製品が18タ イ トル同時 に発表 され,書 店で普通の 出版物 と同 じよ うに販売 され るよ うにな っ

て きた。 この よ うな電子 ブ ックの 中には販売実績が1万 部を越 える もの も出て きた。

またICカ ー ドも,電 子 出版物 を中心 とした分 野で有 望で ある。 ハ ー ドメー カや ソフ ト会社 と

しての 出版社が,ICカ ー ドのハ ー ド,ソ フ ト分野 に本格 的に進 出 して きて い る。IC－ カー ドの特

徴 は,CD-ROMと 異 な りデー タの書 き換 えが可能で あ り,デ ータの更 新が必要 なデー タベ ース

の利用につなが る と思われ る。

第6章 データベースの法的諸問題

ガットのウルグアイ ・ラウン ドにおいて,貿 易に関する知的所有権問題(TRIP)が とりあげ ら

れ,知 的所有権にかかわる問題の経済的側面にっいて,ガ ット加盟国間の合意が形成されるよう

4年 間に渡って交渉が行われた。 しか し交渉期限が1991年 にずれ込んでいるため,TRIP交 渉は

まだまとまっていない。

この中でコンピュータ ・プログラムとデータベースを著作権法により保護することについては,

各国間にほぼ同意ができている。 しか し新 しい技術の ものをいかに取 り扱 うかにっいて,ア メ リ

カ,EC諸 国と発展途上国とでは意見が異なる。

著作権審議会第8小 委員会では,複 写機器の発達普及により出版物の 「版面」を利用する無許

諾の複製が行われ出版社に経済的被害が及んでいるとして,出 版社を保護するための検討が行わ
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れた。 しか し産業界の利用 者を中心 とす る 「版面権」 に対す る異論 は根強 く,「 版面権 」創設 に

ついての国内の合意 は形成 されて いない。

また著作権 審議 会第9小 委員会で は,コ ンピュータ ・システムによる 「創作物 」を め ぐる著 作

権法上 の問題 点にっいて検討 して いるが,今 日までの ところ,具 体 的な結論 は導 き出され ていな

い。

アメ リカで は,「1988年 コ ンピュータ ・マ ッチ ング ・プライバ シー保護法」 により,連 邦政府

機関 によるデー タベース内の個人情報の利用 問題 は,一 応決着 した形 にな って いる。 日本で は,

民間の情報処理関係事業 者団体の 日本データベース協会が,個 人情報 に関す る具体的な ガイ ドラ

イ ンを平成3年3月 に発表 した。

第7章 家庭 とデータベース

家庭 に もかな りの割合でパ ー ソナル ・コ ンピュータや ワー ド・プ ロセ ッサ とい った情報機 器が

入 って きて お り,個 人の使用 を前提 と した ほとん どの機器 には,通 信機能が整備 されて い る。 ま

たパ ソコン ・ネ ッ トワークやCD-ROMな どの普及 により,家 庭 において もデ ータベ ースの 利用

は身近 な ものにな って きて いる。

家庭 にお け る情報 は,衣 食住,健 康な どの 「生活基礎情報 」,預 貯金の管理や保険投資 などの

「金融財務情報 」,在 宅勤務や 自営業の利用 も含 めた 「一般 ビジネス情報」
,交 遊,余 暇,教 育

などの 「生活創造情報 」 という4っ に分類で きる。

家庭の データベ ース利 用 には,ニ ューメデア機器や,パ ソ コン,ワ ー プロといった典型 的な情

報機器 より も,生 活 に身近であ るテ レビや電話 の多機能化 によるものが多い。 また手 軽 なデータ

ベー スへの ア クセス手段 と して ,パ ソコン ・ネ ッ トワークの利用が急激 に伸びてい る。

第8章 人材育成

データベース産業が健全な発展を遂げ,情 報産業 として定着 していくためには,こ れを支える
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人材の存在が不可欠で ある。デー タベ ース作成,利 用の過程 か ら見て データベース産業に必要 な

人材 は,「 デー タベ ース企画技術 者」,「 デ ー タベ ース設計技 術者」 ,「 情 報加工 技術 者」,

「データベース構築技術者」 ,「 情報通信技術者 」,「 データベ ース検索技 術者 」,「 情報分 析

技術者」があ げ られ る。

この よ うな各種の データベース技術者が ,バ ラ ンス良 く育成 され るこ とによ って,デ ー タベー

ス産業で提供 され るデータベースや各企業 のイ ンハウス ・データベ ースの品質が保証 され ること

とな る。

現在 は,デ ータベ ース構 築技術者 と情報通信技 術者 が,国 家試験であ る情報処理技術 者試験 の

中で断片的に扱われ,デ ー タベース検索技術者が社団法人情報科学 技術協会 のデー タベース検索

技術者認定試験で扱われてい るにす ぎな い。通商産業省 は,情 報処理技術者 と同様 にデー タベー

ス技術者を一定の カ リキ ュラムに基 づ いて養成 し,評 価す るための国家試験 の実施 について,平

成2年 度か ら研究会を発足 させ,検 討を続 けて いる。
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資 料 編

1.デ ー タ ベ ー ス 年 表

日 本
西暦 関 連 施 策 主 な で き ご と
1957㈲ 日本科学技術情 報セ ンター(JICST)設 立

1967働 日本情報処理開発 セ ンター(JIPDEC)設 立

1969科 学技術会議 ,NIST構 想発表

1970 日経NEEDS,財 務 ・株価のMT販 売開始

1971働 日本特許情報セ ンター(JAPATIC)設 立

いわゆ る第1次 回線開放
NTT,DEMOS-E開 始

1972 JICST,バ ッチサ ー ビス開始

紀伊国屋,ASK開 始
JAPATIC,バ ッチサ ービス開始

日経,NEEDS-TS/1(財 務)開 始
1973

日経,NEEDS-TS/n(マ クロ経済)開 始

電通,MARK-H開 始
1974

市 況情報セ ンター,QUICK/ビ デオ1(株 価)開 始

電 通,MARK¶ 開始
1976

JICST,JOIS-1開 始

1978 JAPATIC,PATOLIS開 始

日経,NEEDS-IRバ ッチサ ービス開始

東京商工 リサーチ,TSR-COMPASSをMARK－ 皿によ り

サ ー ビス
1979DDX網 サ ー ビス開始

データベースサービス業連絡懇談会(DB懇)発 足
日本SDC,サ ーチJ開 始

丸善.専 用回線でDIALOG開 始
1980KDD,ICAS開 始

情 報サービス5機 関,公 衆漢字端末機 標準仕様発表
紀伊国屋,専 用 回線でDIALOG開 始

1981産 構 審,情 報産業部会答申(80年 代 ビジョン) 日経・NEEDS-IRオ ンライ ンサー ビス開始

東京商工 リサーチ,TSR-BIGS開 始
JICST,JOIS-nレ ベ ル ア ッ プ

1982日 本 ドキュメ ンテー ション協会(NIPDOC) ,第1回
データベ ースフ ェア開催

KDD,Venus-P開 始

いわゆる第2次 回線開放 イ ンテ ック,IPシ ャープ開始

】983通 産省,デ ータベ ース台帳総覧刊行

KDD,ICASをVenus-Pに 統 合
帝 国データバ ンク,COSMOS-Hオ ンラインサービス開始
JAPATIC,PATOLISを 公衆 回線 にて漢字で サー ビス

三菱総 研,JAPAN-MARCオ ンライ ン実験サービス

1984㈱ デ ータベ ース振興セ ンター(DPC)設 立

ビジネス ショー,デ ータベ ースコーナー設 置
日経,TELECOM開 始

日経,NEXIS開 始
JUNET(大 学間科学技術通信網)実 験開始
NTT,キ ャプテ ンサー ビス開始

1985電 気通信事業法施行
NTT民 営化

関西データベース協議会設立
JAPATIC,日 本特許情報機構(JAPIO)に 改組

NIPDOC,デ ータベ ース検索技術者認定試験実施

産構審 「データベース・サービスに関す る中間報告」発表
JAPIO,英 文特許 データベースをSDC/ORBITへ 提供開始

1

DB懇 日本デ ータベ ース協会(DINA)に 改称 JICST,JOISの 代行検索 を認可

1986学 術情報セ ンター(NACSIS)発 足

著作権法改正
DPC,デ ータベース白書刊行

国際図書館情報展開催

情義連,「 我が国データベース整備促進のための提言」

1987通 産省,保 有データのMT等 による民間提供推進発表

通産 省,デ ータベース準備金制度創設

国際VANに 関す る日米合意

総務庁,保 有データのMT等 による民間提供推進発表

東海北陸データベース懇話会設立

経企庁,保 有データのMT等 による民間提供推進決定

日経,ニ ューステレコン英文 によ る海外サービス開始
JICST,英 文 ファイルの海外サー ビス開始

JAPIO,PATOLISの 代行検索 を認可

STNInternat{ona1東 京 サ ー ビス セ ン ター 開 設
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日 本
西暦 関 連 施 策 主 な で き ご と
1988

1989

1

5

7

9

九州データベース懇話会設立
NTTデ 本分離独立
「行政期間の保有する電子計算機処理に係る個人情報の

保護に関する法律」公布

地域データベース振興団体全国連絡会議結成
通産省,電 子計算機処理に係る個人情報の保護のための
措置等にっいての登録簿に関する規則告示

DPC,Online'88に 初出展(於 ニ ュー ヨーク)

DPC,東 南ア ジア地域 コン ピュータ会議/展 示会に初出展

(於 ニ ューデ リー)

DPC,InformationOnline'89に 初 出展
NACSIS端 末が米国NSFに 設置,稼 働開始

DPC,DINA共 催 ,デ 一夕ベ ーズ8gTOKYO開 催
1990

5

7
DPC,NationalOnlinemeetingに 初 出展(於 ニ ュ ー ヨ ー ク)

DPC,FENASOFT(国 際 ソ フ トウ ェア
,テ レ コ ミュ ニ

ケ ー シ ョ ン会 議)に 初 出展(於 サ ンパ ウ ロ)

概 説

わが 国のデ ー タベ ース ・サ ー ビス は,昭 和45

年 日本経済新聞社 によ る株価 や財務情報 の磁気

テープ(MT)販 売,い わゆ るバ ッチ ・サ ー ビス

に始 まった。

その後 日本 科学技術情報 セ ンター(JICST)や

日本特許情報 セ ンター(JAPATIC;現JAPIO)

が,そ れ ぞれ科学技術情報,特 許情報 のバ ッチ ・

サー ビスを開始 した。

オ ンライ ンによ るデ ータベー ス ・サー ビスは,

日本 経済新聞社 のNEEDS-TS(企 業財務情

報 昭和47年),電 通 のMARKII(昭 和48年) ,

QUICKの ビデオ1(昭 和49年),JICST

のJOIS-1(昭 和51年),JAPIOのPATOLIS

(昭和53年)な どが相次いで登場 した。

昭和54年 には,デ ータベ ース業 界の 団体 と し

て 「データベース ・サービス業連絡懇談会」(現;日

本デー タベース協会:DINA)が 発足 した。

通商 産業省 は,産 業 構造 審議 会の1980年 代 に

向け た答 申(い わゆ る 「80年代 ビジ ョン答 申」)

において デ ータベ ース整備 の重 要性 を打 ち 出 し

一連 の施 策 と して
,「 デ ータベ ース台 帳総 覧」 を

発行 し(昭 和58年),新 しく財団 法人デ ー タベ ー

ス振興セ ンターを設立 した(昭 和59年)。

また・国際 電信電 話(KDP)が 昭和55年 に

ICASを,さ らに58年 に は同網 をVENUS

-Pに 統合 して
,本 格的国際 パケ ッ ト網 を提供 し

た。 この たあ,海 外のデ ータベー スが数 多 く日本

に入 って きた。

産 業構造審議 会は,デ ータベー スをテー マに し

た答 申を昭和60年 に初 めて 出 した。

ま た統計 審議会 は,公 的デ ータのMT提 供促進

を含ん だ構 想 を発 表 した(昭 和61年)。 さ らに,

同年 には情 報産業振 興議員連盟(情 議連)が ①公

的 デ ータの公開 ・流 通促進,② 税制 面の充実,③

地 域の活性化 およ び中小 企業の支援 を骨子 とす る

提言 を打 ち出 した。

これ ら一連 の動 きを受 けて,通 商産 業省,総 務

庁,経 済企画庁 を手始 めに,公 的デ ータのMTに

よる民 間提供 が実現 した。 また,デ ータベ ース ・

プロデ ューサ支援 の税制 であ る 「デー タベ ース準

備金制度」が 昭和62年 にスター トした。

地 域 活性 化 の一 環 と して,地 域 固有 のデ ー タ

ベー スを 整備.促 進 するため関西 デー タベ ース協

議 会が 昭和60年 に設立 された。 その後,北 海道 ,

東 北,中 国,東 海北陸,九 州の各地域 に,デ ータ

ベ ース協議会 あ るいは懇談 会が誕生 した。 さらに

平成元年 には,こ れ らの組織 の全国的連絡組 織 と

して,「 地域 デ ー タベ ース振 興団 体全国 連絡 協議

会」が発足 した。

デー タベ ース産業 界に おいて は,昭 和60年 の

「電気通 信事業法」施 行 に伴 い,通 信 分野の 自由

化 が促進 され,本 格 的VANサ ー ビスが 出現 した。

このた め,サ ー ビス ・メニ ューの拡大の ためデー

タベー スを取 り込 もうとす るVAN企 業 と,デ ー

タベ ー ス流通 網 を拡 充 しよ うとす るデ ィス トリ

ビュー タの思 惑が合致 し,両 者の連携 プ レイが数

多 く出て来 た 。

また,パ ソ コン通信 も,デ ィス トリビュー タの

ホ ス トとゲ ー トウェイで接 続 し,デ ータベー スの

流通 形態 が多 様化 した。 さ らに,昭 和60年 代 に

は,CD-ROMに デ ータベースを搭載 したス タ

ン ドアロ ン型 のデータベース も登場 した。
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「

海 外

西暦

'関

連 施 策 ぞ

ア メ リカ E.C. その他
主 な で きLと

1951 米,国 立科学財団 (NSF)設 立

1953 IBM,科 学技術用IBM701発 表

1955 IBM,事 務計算用IBM702発 表

1957 ソ連,ス プ ー トニ

ク打上げ成功

1958 米,エ クスプ ローラ打上げ成功
米,NASA設 立

1959 CAS,情 報 システム構築 開始

1960 MIT,TSS開 発

1961 ソ連,有 人衛星飛 CAS,ChemicalTitle発 行

行成功

米,ア ポロ計画発表

1963 米,ワ イ ンバ ーグ報告 NASA,STARの 開発

搬 鰹㌶ 忠㍊監開発
NLM,MEDLARS開 発(バ ッチ)

1964 米,CFSTI(後,NTIS)設 立 GE,GE/MARK開 始

1965 CAS,Post開 発

IBM,IMS開 発

IBM,IBM360(汎 用)発 表

1966 米,情 報公開法
誤 弍 鵠瓢 驕 。開始

1968 IBM,BROWSER開 発

1969 ARPANET稼 働
BIOSIS,Previews開 発

ヤ

CODASYL,DBTGレ ポー ト発表
1970 米,NTIS設 立 E,F,コ ツ ド, リレーシ ョナルデータベース概念発表
1971 IBM,IBM370発 表

祝部 艦 齢 始
1972 SoftwareAG,リ レー シ ョナルDBMS(ADABAS)開 発

SDC,Search開 始

ロッキー ド,DIALOG開 始
ニ ュー ヨークタイムズ,イ ンフ ォメ ー ションバ ンク開 始

1974 米,プ ライバ シー法案可決

1975 Telenet,VANサ ー ビス 開始

1976 米,情 報公開法改定 BRS,サ ービス開始

1977 仏, プライバ シー法案 下院通過
加,プ ライバ シー

TymnetInc.,VANサ ー ビス 開 始

APPleパ ソ コ ン登場

法成立

1978 仏,ノ ラ ・マ ンク報告

1979 加,ク ライ ン報告 DowJones,NewsRetrievalサ ー ビス 開 始

CompuServe,CIS開 始

1980 米,文 書業務合理化法 Source,TheSource開 始

1984 EURONETDIANE完 成

1985 EC,EUTELSAT利 用 の高速

デ ジタル通信網 オープ ン

1986
8 米,日 本技術文献法の制定
9

12
PergamonInfoLine,ORBITを 買 収

DIALOG,CD-ROMの 第1弾 発 表

1

1987
9 英,ウ ォー リック会議

:

1988
7
11 轟齢 み㍗ 際.票騒騒 融 。。ul離

マク ミラン社,BRSを 買収

1989 独,ベ ル リン会議 ComPuServe,TheSourceを 買 収
10

蕊 。蟻 －west
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概 説

情報 蓄積,検 索 ツール と してデー タベ ースの概

念 は早 くか ら存在 してい たが,現 在のデ ータベー

スの原形が登場 したのは,1950年 代の アメ リカで

ある。

1953年 か ら!955年 にか けてIBMが 科学技術

用,事 務計算 用 コ ンピュー タを相 次いで発表 し,

連邦政府が 内部使用を 目的に コ ンピュー タを利用

したデー タベースの構築を始めた。

1957年 に ソ連が人工衛 星スプー トニ クの打 ち上

げ に初 あて成 功 す る と,そ れ まで ソ連 に対 して

持 っていた アメ リカの軍事 ・宇宙技術 の絶 対的 自

信が揺 らぎ,こ れを機 にア メ リカは,総 力を挙げ

て科学 技術振興 に努め る こととなった。 その際の

有 力な道具 と して,膨 大 な情報 を蓄積 ・検 索で き

るデータベ ースが使わ れた。

1963年 には,ケ ネデ ィ大統領下 の科学 諮問委員

会が ワイ ンパ ーク報 告書を 提出 し,科 学技術 情報

の流通 について勧告 を行 った。 これ に基 づ き,N

ASA(米 航空宇宙局)や 国防総 省の大規模 プ ロ

ジェク トの成 果が民 間に技術移 転 され,SDC社,

DIALOG社 がデ ータベ ース ・サー ビスを開 始

した。 またCASな どの世界的科 学情 報サ ー ビス

も出現 した。 この時期 は科学技術 情報 分野が 中心

であ った。

1970年 にはE.F.コ ッ ドによ る リレー シ ョナル

・デー タベ ースの概念が発 表 され
,や が て この概

念に基づ いたデー タベ ース管理 システ ムADAB

ASが 開発 された。1970年 代 には従来のオ フライ

ン ・サ ービスに加 えてオ ンライ ン ・サ ー ビスが始

ま り,相 場情報 の提供 な ど商 用サ ービスが 本格化

して き た。

この 時 期 ア メ リカ の デ ー タベ ー ス 業 者 は,早 く

も ヨ ー ロ ッパ へ の 進 出 を 図 った 。 こ の た め フ ラ ン

ス で は ア メ リ カの 巨大 デ ー タ ベ ー ス に よ る情 報 支

配 を 危 惧 し,ノ ラ ・マ ン ク ・レ ポ ー トに よ り国 産

デ ー タベ ース の 重要 性 と構 築 を 呼 び か け た 。

1980年 代 に な る と ビジ ネ ス,金 融 分 野 で 著 しい

進 展 が 見 られ,デ ー タベ ー ス 数,プ ロ デ ュ ー サ 数,

デ ィ ス ト リ ビ ュ ー タ 数 も激 増 し た。 ま た デ ー タ

ベ ー ス 化 した 情 報 に基 づ き ,買 い物,予 約,発 注

を リア ル タ イ ム で 行 う トラ ンザ ク シ ョ ン ・サ ー ビ

スが 登 場 し.パ ソ コ ン ・ネ ッ トワ ー ク に よ り個 人

ユ ー ザ な ど利 用 が広 く一 般 に拡 大 した。

サ ー ビ ス形 態 で は,1つ の デ ー タベ ー ス に 接 続

す れ ば 他 の デ ー タ ベ ー ス に も 自動 的 に 接 続 で き る

ゲ ー トウ ェ イ ・サ ー ビスが 登 場 した。

情 報 提 供 形 態 で は,オ ン ライ ン会 話 型 が 主 流 で

あ るが,携 帯 便 利 で低 価 格 大 量 複数 が 可 能 なC

D-ROMの 動 向 も注 目 され る。

ま た1980年 代 後 半 は,大 手 の デ ー タ ベ ー ス ・

サ ー ビス 企 業 の 合 併 ・買 収(M&A)が 相 次 い だ 。

ま ず1986年,Pergamon社 がORBIT社 を 買

収 した 。1988年7月 に は,DIALOG社 が 親 会

社 のRockheed社 に よ って 売 りに 出 され,ア メ リ

カ の 新 聞 企 業KnightRidder社 に 買 収 さ れ た。

同年12月 に は,BRS社 がMacmillan社(Ma-

xwellCommunicationCorp 、の 子 会 社)に 買 収

さ れ た。 こ の 結 果,1970年 代 の ア メ リ カ の3大

デ ー タベ ー ス ・サ ー ビ ス企 業 がM&Aに よ り資 本

系 列 が 変 わ っ た。
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